
 
 

未決済ポジションの移管に係る手続きのシステム化及び清算値段の信頼性確保のための措置の見直しに伴う 

「ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書」等の一部改正について 

 

Ⅰ．改正趣旨 

当社のＣＤＳ清算業務において、清算参加者の負荷軽減等を目的として、未決済ポジションの移管（承継

を含む。）に係る手続きのシステム化及び清算値段の信頼性確保のために当社指定の条件で清算参加者にイ

ンデックスＣＤＳ取引を実施させる措置（以下「約定処理」という。）に係る実施方法を見直すため、ＣＤ

Ｓ清算業務に関する業務方法書等について別紙のとおり所要の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１．ポジション移管のシステム化 

・当社に対する申込書の提出を必要としているポジション移管の

手続きを、ＣＤＳ清算業務システム用いて当社に申し込む方法

に変更する。 

 

（備  考） 

 

・ ＣＤＳ清算業務に関する業務方法

書第２条等 

・ ＣＤＳ清算業務に関する業務方法

書の取扱い第３８条の３等 

・ ＣＤＳ清算業務に係る手数料に関

する規則第４条の３ 

 
２．約定処理に係るインデックスＣＤＳ取引の実施方法の見直し 

・清算参加者間でＣＤＳ取引を実施させ、債務負担申込みを行わ

せる方法ではなく、当社と清算参加者との間で直接ＣＤＳ取引

を実施する方法とする。 

 

 

・当社が定める金銭の授受として、イニシャルペイメント金額を

損失回避取引に係るものに限定しないこととする。 

 

 

・ ＣＤＳ清算業務に関する業務方法

書第７６条及びＣＤＳ清算業務に

関する業務方法書の取扱い第５０

条 

 

・ ＣＤＳ清算業務に関する業務方法

書の取扱い第５２条 

３．適格ＣＤＳ取引の要件の見直し 

・上記の約定処理に係る見直しに伴い、清算参加者間で店頭デリ

バティブ取引に関する基本的事項を定めた基本契約を締結して

いる必要がなくなることを踏まえ、適格ＣＤＳ取引の要件か

ら、店頭デリバティブ取引に関する基本的事項を定めた基本契

約に基づくＣＤＳ取引である旨の要件を削除する。 

 

 

・ ＣＤＳ清算業務に関する業務方法

書の取扱い第１０条 

４．その他 

・その他、所要の改正を行う。 

 

 

Ⅲ．施行日 

２０２５年１０月６日から施行する。 

 

※ただし、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な当社が設置するシステムの稼働に支障が生じた

場合その他やむを得ない事由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社が認める場合には、２０２５年１

０月６日以後の当社が定める日から施行する。 

以   上 
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ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

において使用される用語の例によるほか、次の

各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集

において使用される用語の例によるほか、次の

各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１） （略） 

（１）の２ 「移管」とは、次に掲げるいずれ

かのことをいう。 

ａ 第５８条の３第３項第２号又は第３号

の規定により、移管先清算委託者及び当該

移管先清算委託者の受託清算参加者の間

に当社及び移管元清算参加者の間の清算

約定（自己分）と同一の経済的効果を有す

る法律関係を新たに成立させるとともに、

それに伴う金銭の授受及び権利義務の処

理を行うこと。 

ｂ 第５８条の５第３項第２号又は第４号

の規定により、移管元清算委託者及び当該

移管元清算委託者の受託清算参加者の間

の清算委託取引を終了させ、これに基づく

債権債務を将来に向かって消滅させると

ともに、それに伴う金銭の授受及び権利義

務の処理を行うこと。 

ｃ 第５８条の５第３項第３号又は第５号

の規定により、移管元清算委託者及び当該

移管元清算委託者の受託清算参加者の間

の清算委託取引を終了させ、これに基づく

債権債務を将来に向かって消滅させると

同時に、移管先清算委託者及び当該移管先

清算委託者の受託清算参加者の間に当該

清算委託取引と同一内容の法律関係を新

たに成立させ、それに伴う金銭の授受及び

権利義務の処理を行うこと。 

（１） （略） 

（１）の２ 「移管」とは、次に掲げるいずれ

かのことをいう。 

ａ 第５８条の３第３項の規定により、移管

元清算委託者（第５８条の２第１項に規定

する移管元清算委託者をいう。以下本号に

おいて同じ。）及び当該移管元清算委託者

の受託清算参加者の間の清算委託取引を

終了させこれに基づく債権債務を将来に

向かって消滅させること。 

ｂ 第５８条の３第５項の規定により、移管

元清算委託者及び当該移管元清算委託者

の受託清算参加者の間の清算委託取引を

終了させこれに基づく債権債務を将来に

向かって消滅させると同時に、移管先清算

委託者（第５８条の２第１項に規定する移

管先清算委託者をいう。）及び当該移管先

清算委託者の受託清算参加者の間に当該

清算委託取引と同一内容の法律関係を新

たに成立させること。 

ｃ 第５８条の５第３項の規定により、移管

先清算委託者（第５８条の４第１項に規定

する移管先清算委託者をいう。）及び当該

移管先清算委託者の受託清算参加者の間

に当社及び移管元清算参加者（同項に規定

する移管元清算参加者をいう。）の間の清

算約定（自己分）と同一の経済的効果を有

する法律関係を新たに成立させること。 

ｄ 第５９条の２第３項の規定により、清算  
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約定（自己分）が記録される区分口座を、

当該区分口座が設定された自己取引口座

における他の区分口座に変更すること。 

ｅ 第５９条の３第３項の規定により、清算

約定（委託分）が記録される区分口座を、

当該区分口座が設定された委託取引口座

における他の区分口座に変更すること。 

 

（１）の３ 「移管先清算委託者」とは、移管

により成立する法律関係の当事者となる清

算委託者をいう。 

（新設） 

（１）の４ 「移管先清算参加者」とは、移管

により成立する法律関係の当事者となる清

算参加者をいう。 

（新設） 

（１）の５ 「移管元清算委託者」とは、移管

の対象となる清算委託取引の当事者である

清算委託者をいう。 

（新設） 

（１）の６ 「移管元清算参加者」とは、移管

の対象となる清算約定（自己分）の当事者で

ある清算参加者をいう。 

（新設） 

（１）の７ （略） （１）の３ （略） 

（１）の８ （略） （１）の４ （略） 

（１）の９ 「インデックスＣＤＳ取引」とは、

ＣＤＳ取引のうち、その当事者間の合意によ

り、いずれかのｉＴｒａｘｘ Ｊａｐａｎ

（その種類、シリーズ及びバージョンを問わ

ない。）が当該ＣＤＳ取引に適用されるＩｎ

ｄｅｘ（以下「インデックス」という。）と

して指定されたものであって、当社が公示に

より定める者が公表する当該インデックス

に対応する参照組織の一覧表に掲載された

複数の参照組織を対象とするものをいう。 

（１）の５ 「インデックスＣＤＳ取引」とは、

ＣＤＳ取引のうち、その当事者間の合意によ

り、いずれかのｉＴｒａｘｘ Ｊａｐａｎ

（その種類、シリーズ及びバージョンを問わ

ない。）が当該ＣＤＳ取引に適用されるＩｎ

ｄｅｘ（以下「インデックス」という。）とし

て指定されたものであって、Ｍａｒｋｉｔ 

Ｇｒｏｕｐ Ｌｉｍｉｔｅｄが公表する当

該インデックスに対応する参照組織の一覧

表に掲載された複数の参照組織を対象とす

るものをいう。 

（２）～（１８） （略） （２）～（１８） （略） 

（１８）の２ 「承継」とは、第５８条の３第

３項第１号の規定により、当社及び清算参加

者の間で清算約定（自己分）に係る権利義務

を新たに発生させるとともに、それに伴う金

銭の授受及び権利義務の処理を行うこと又

は第５８条の５第３項第１号若しくは第９

（新設） 
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５条第４項の規定により、当社、清算参加者

及び清算委託者の間で清算約定（委託分）及

び清算委託取引に係る権利義務を新たに発

生させるとともに、それに伴う金銭の授受及

び権利義務の処理を行うことをいう。 

（１８）の３ 「承継清算参加者」とは、承継

により発生する権利義務の当事者となる清

算参加者をいう。ただし、第５８条の４第１

項第１号に規定する清算約定（委託分）の承

継においては、当該承継の当事者となる清算

委託者と清算受託契約を締結していること

を要する。 

（新設） 

（１８）の４ 「承継申込清算約定」とは、承

継の対象となる清算約定をいう。 

（新設） 

（１８）の５ 「承継元清算参加者」とは、承

継の対象となる清算約定の当事者である清

算参加者をいう。 

（新設） 

（１９）～（６８） （略） （１９）～（６８） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

 （清算参加者の清算約定（自己分）の承継の申

込み） 

（削る） 第５３条の３ 清算参加者（以下「承継元清算参

加者」という。）は、当社との間で成立している

清算約定（自己分）の全部又は一部について、

本条及び次条に規定するところにより、他の清

算参加者（以下「承継先清算参加者」という。）

に承継させることができる。 

２ 承継元清算参加者は、前項の規定により清算

約定（自己分）を承継させる場合には、あらか

じめ、承継先清算参加者に対して当該承継の申

込みをし、当該承継先清算参加者の承諾を得る

ものとする。 

３ 承継元清算参加者及び承継先清算参加者は、

前項の承諾が行われた場合には、当社に対し

て、当社が定める方法により承継の申込みをす

るものとする。 

  

 （清算参加者の清算約定（自己分）の承継の成
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立） 

（削る） 第５３条の４ 当社は、前条第３項の規定により

行われた承継の申込みを受領した場合には、承

継元清算参加者及び当社の間に清算約定（自己

分）が成立していること並びに当該承継元清算

参加者及び承継先清算参加者が承継に合意し

ていることを確認し、承継後の承継元清算参加

者及び承継先清算参加者のポジション保有状

況に問題がないと認められるときは、当該清算

約定（自己分）に係る承継の申込みを承諾する

こととする。 

２ 清算約定（自己分）の承継は、前項の規定に

より承継の申込みを当社が承諾したものにつ

いて、当該承諾の時点で成立するものとする。 

３ 前項の規定により清算約定（自己分）の承継

が成立した場合は、承継の対象となった承継元

清算参加者及び当社の間の清算約定（自己分）

は当然に終了するとともに、当該清算約定（自

己分）に基づく債権債務は将来に向かって消滅

するものとする。これと同時に、承継先清算参

加者及び当社の間において当該清算約定（自己

分）に係る権利義務と当社が定める条件が同一

となる権利義務が新たに発生するものとする。 

４ 当社は、当社が定めるところにより、承継時

支払金額及び期限前終了手数料を算出するこ

ととし、前項の規定による清算約定（自己分）

の終了及び権利義務の発生に伴い、当社、承継

元清算参加者及び承継先清算参加者は、当社が

定めるところにより、承継時支払金額、期限前

終了手数料及び変動証拠金の授受を行う。 

５ 第３項の規定により発生する権利義務は、承

継先清算参加者と当社の間の清算約定（自己

分）とみなして、本業務方法書等の規定を適用

する。 

  

第４節 清算約定の承継等 第４節 清算約定（委託分）の移管等 

  

（清算約定（自己分）の承継等の申込み） （清算委託者の清算委託取引の移管の申込み

等） 
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第５８条の２ 清算参加者は、当社との間で成立

している清算約定（自己分）の全部又は一部に

ついて、次の各号に掲げる承継又は移管を行う

ことができる。 

（１） 承継清算参加者への清算約定（自己分）

の承継 

（２） 移管元清算参加者を受託清算参加者と

する清算委託者への清算約定（自己分）の移

管 

（３） 移管元清算参加者以外の清算参加者を

受託清算参加者とする清算委託者への清算

約定（自己分）の移管 

２ 清算参加者は、前項の規定により、清算約定

（自己分）を承継又は移管する場合には、あら

かじめ、次の各号に掲げる承継又は移管の区分

に応じて、当該各号に掲げる者に対して当該承

継又は移管の申込みをし、承諾を得るものとす

る。 

（１） 前項第１号に規定する清算約定（自己

分）の承継 承継清算参加者 

（２） 前項第２号に規定する清算約定（自己

分）の移管 移管先清算委託者 

（３） 前項第３号に規定する清算約定（自己

分）の移管 移管先清算委託者及び当該移管

先清算委託者の受託清算参加者 

３ 前項の規定により、清算約定（自己分）の承

継又は移管の申込みが行われ、かつ承諾された

場合には、次の各号に掲げる承継又は移管の区

分に応じて、当該各号に掲げる清算参加者は、

当社に対して、当社が定める方法により、当該

承継又は移管の申込みをするものとする。 

（１） 第１項第１号に規定する清算約定（自

己分）の承継 承継清算参加者及び承継元清

算参加者 

（２） 第１項第２号に規定する清算約定（自

己分）の移管 移管元清算参加者 

（３） 第１項第３号に規定する清算約定（自

己分）の移管 移管先清算委託者の受託清算

参加者及び移管元清算参加者 

第５８条の２ 清算委託者（清算受託契約に規定

する期限の利益喪失事由が発生していない者

に限る。以下本条及び次条において「移管元清

算委託者」という。）は、受託清算参加者との間

で成立している清算委託取引の全部又は一部

について、本条及び次条に規定するところによ

り、清算参加者（以下「移管先清算参加者」と

いう。）又は他の清算委託者（以下本条及び次

条において「移管先清算委託者」という。）に対

し移管することができる。 

２ 移管元清算委託者は、前項の規定により清算

委託取引を移管する場合には、あらかじめ、当

該移管元清算委託者の受託清算参加者（当該受

託清算参加者以外の移管先清算参加者に対し

て移管する場合（以下「受託外参加者承継の場

合」という。）には当該移管先清算参加者を、移

管先清算委託者に対して移管する場合には当

該移管先清算委託者及びその受託清算参加者

を含む。以下本条において同じ。）に対して当

該移管の申込みをし、当該移管元清算委託者の

受託清算参加者の承諾を得るものとする。 

３ 移管元清算委託者及び当該移管元清算委託

者の受託清算参加者は、前項の承諾が行われた

場合には、当社に対し、当社が定める方法によ

り移管の申込みをするものとする。 

４ 移管元清算委託者及び当該移管元清算委託

者の受託清算参加者は、前項の規定による移管

の申込みについて、次条第１項の規定により当

社が承諾するまでの間において、当社が定める

方法により、移管の申込みを撤回することがで

きる。 
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４ 清算参加者及び第２項各号に掲げる者は、前

項に規定する承継又は移管の申込みが行われ

たことをもって、当該申込みの対象となる承継

又は移管を行うことに合意しているとみなさ

れることに、あらかじめ同意する。 

５ 第３項の規定により行われた承継又は移管

の申込みを撤回する場合には、同項各号に掲げ

る清算参加者が、当社の定める方法により、当

社に対して申告するものとする。 

  

（清算約定（自己分）の承継等の成立） （清算委託者の清算委託取引の移管の成立） 

第５８条の３ 当社は、前条の規定により行われ

た承継又は移管の申込みを受領した場合には、

次の各号に掲げる承継又は移管の区分に応じ

て、当該各号に掲げる清算参加者と当社の間に

清算約定（自己分）が成立していることを確認

し、承継又は移管後のポジション保有状況に問

題が無いと認められるときは、当該承継又は移

管の申込みを承諾することとする。 

（１） 前条第１項第１号に規定する清算約定

（自己分）の承継 承継元清算参加者 

（２） 前条第１項第２号及び第３号に規定す

る清算約定（自己分）の移管 移管元清算参

加者 

２ 前条第１項各号に規定する清算約定（自己

分）の承継又は移管は、当社が前項に規定する

承諾を行った時点で成立するものとする。 

３ 前項の規定により清算約定（自己分）の承継

又は移管が成立した場合には、次の各号に掲げ

る承継又は移管の区分に応じて、当該各号に定

めるところにより、承継又は移管が行われるも

のとする。 

（１） 前条第１項第１号に規定する清算約定

（自己分）の承継 

ａ 権利義務の発生及び法律関係の成立 

当社及び承継清算参加者の間において、

承継元清算参加者及び当社の間の承継申

込清算約定に係る権利義務（次のｂの規定

により当該承継申込清算約定が終了する

第５８条の３ 当社は、前条第３項の規定により

行われた移管の申込みを受領した場合におい

て、移管元清算委託者及び当該移管元清算委託

者の受託清算参加者の間に清算委託取引が成

立していること並びに当該移管元清算委託者

及び当該移管元清算委託者の受託清算参加者

（受託外参加者承継の場合には移管先清算参

加者を、移管先清算委託者に対して移管する場

合には当該移管先清算委託者及びその受託清

算参加者を含む。）が移管に合意していること

を確認し、移管後の当該移管元清算委託者の受

託清算参加者（受託外参加者承継の場合には移

管先清算参加者を、移管先清算委託者に対して

移管する場合には当該移管先清算委託者の受

託清算参加者を含む。）のポジション保有状況

に問題がないと認められるときは、当該清算委

託取引に係る移管の申込みを承諾することと

する。 

２ 清算委託取引の移管は、前項の規定により移

管の申込みを当社が承諾したものについて、当

該承諾の時点で成立するものとする。 

３ 移管先清算参加者に対して清算委託取引を

移管する場合において、前項の規定により移管

が成立したときは、移管の対象となった移管元

清算委託者及び当該移管元清算委託者の受託

清算参加者の間の清算委託取引（受託外参加者

承継の場合には当該清算委託取引に係る清算

約定（委託分）を含む。以下本項において同じ。）
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直前のもの）と当社が定める条件が同一と

なる権利義務が発生するものとする。この

場合において、当該権利義務については、

これを承継清算参加者と当社の間の清算

約定（自己分）とみなして、本業務方法書

等の規定を適用する。 

ｂ 債権債務の消滅 

承継申込清算約定は、前ａに規定する権

利義務の発生と同時に当然に終了すると

ともに、当該承継申込清算約定に係る債権

債務は、将来に向かって消滅する。 

ｃ 金銭の授受 

当社は、当社が定めるところにより、承

継時等支払金額及び期限前終了手数料を

算出することとし、当社、承継清算参加者

及び承継元清算参加者は、ａに規定する権

利義務の発生及び前ｂに規定する承継申

込清算約定の終了に伴い、当社が定めると

ころにより、承継時等支払金額、期限前終

了手数料及び変動証拠金の授受を行う。 

（２） 前条第１項第２号に規定する清算約定

（自己分）の移管 

移管先清算委託者及び移管元清算参加者

の間において、移管対象の清算約定（自己分）

と同一の経済的効果を有する法律関係が新

たに成立するものとする。この場合におい

て、当該法律関係については、移管元清算参

加者に対する有価証券等清算取次ぎの委託

により成立した清算委託取引とみなし、移管

対象の清算約定（自己分）は、当該清算委託

取引に係る清算約定（委託分）とみなして、

本業務方法書等の規定を適用する。 

（３） 前条第１項第３号に規定する清算約定

（自己分）の移管 

ａ 権利義務の発生及び法律関係の成立 

（ａ） 移管先清算委託者及び当該移管先

清算委託者の受託清算参加者の間にお

いて、移管対象の清算約定（自己分）と

同一の経済的効果を有する法律関係が

は当然に終了するとともに、当該清算委託取引

に基づく債権債務は、将来に向かって消滅する

ものとする。受託外参加者承継の場合には、こ

れと同時に、当該移管先清算参加者及び当社の

間において本項の規定により終了する清算約

定（委託分）に係る権利義務と当社が定める条

件が同一となる権利義務が新たに発生するも

のとする。 

４ 受託外参加者承継の場合には、当社は、当社

が定めるところにより、承継時支払金額及び期

限前終了手数料を算出することとし、前項の規

定による清算約定（委託分）の終了及び権利義

務の発生に伴い、当社、移管元清算委託者の受

託清算参加者及び移管先清算参加者は、当社が

定めるところにより、承継時支払金額、期限前

終了手数料及び変動証拠金の授受を行う。 

５ 移管先清算委託者に対して清算委託取引を

移管する場合において、第２項の規定により移

管が成立したときは、移管の対象となった移管

元清算委託者及び当該移管元清算委託者の受

託清算参加者の間の清算委託取引（当該受託清

算参加者以外の清算参加者を受託清算参加者

とする移管先清算委託者に対し移管する場合

（以下「受託外委託者承継（委託分）の場合」

という。）には、当該清算委託取引に係る清算

約定（委託分）を含む。以下本項において同じ。）

は当然に終了するとともに、当該清算委託取引

に基づく債権債務は、将来に向かって消滅する

ものとする。これと同時に、移管先清算委託者

及び当該移管先清算委託者の受託清算参加者

の間において当該清算委託取引と同一内容の

法律関係（受託外委託者承継（委託分）の場合

には、当該移管先清算委託者の受託清算参加者

及び当社の間において本項の規定により終了

する清算約定（委託分）に係る権利義務と当社

が定める条件が同一となる権利義務を含む。）

が新たに成立するものとする。 

６ 受託外委託者承継（委託分）の場合には、当

社は、当社が定めるところにより、承継時支払
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新たに成立するものとする。この場合に

おいて、当該法律関係については、移管

先清算委託者の受託清算参加者に対す

る有価証券等清算取次ぎの委託により

成立した清算委託取引とみなす。 

（ｂ） 移管先清算委託者の受託清算参加

者及び当社の間において、移管対象の清

算約定（自己分）に係る権利義務と当社

が定める条件が同一となる権利義務が

新たに発生するものとする。この場合に

おいて、当該権利義務については、前

（ａ）で成立した清算委託取引に係る清

算約定（委託分）とみなして、本業務方

法書等の規定を適用する。 

ｂ 債権債務の消滅 

前ａ（ａ）の法律関係の成立と同時に、

移管対象の清算約定（自己分）は当然に終

了するとともに、当該清算約定（自己分）

に基づく債権債務は、将来に向かって消滅

する。 

ｃ 金銭の授受 

当社は、当社が定めるところにより、承

継時等支払金額及び期限前終了手数料を

算出することとし、ａ（ｂ）に規定する権

利義務の発生及び前ｂに規定する清算約

定（自己分）の終了に伴い、当社、移管元

清算参加者及び移管先清算委託者の受託

清算参加者は、当社が定めるところによ

り、承継時等支払金額、期限前終了手数料

及び変動証拠金の授受を行う。 

４ 清算約定（自己分）の移管に伴う移管元清算

参加者及び移管先清算委託者（前条第１項第３

号に規定する清算約定（自己分）の移管の場合

には、当該移管先清算委託者の受託清算参加者

を含む。）の間の債権債務の清算は、これらの

者の間において、その合意に従って行う。 

金額及び期限前終了手数料を算出することと

し、前項の規定による清算約定（委託分）の終

了及び法律関係の成立に伴い、当社、移管元清

算委託者の受託清算参加者及び移管先清算委

託者の受託清算参加者は、当社が定めるところ

により、承継時支払金額、期限前終了手数料及

び変動証拠金の授受を行う。 

７ 清算委託取引の移管に伴う移管元清算委託

者及び当該移管元清算委託者の受託清算参加

者（受託外参加者承継の場合には移管先清算参

加者を、移管先清算委託者に対して移管する場

合には当該移管先清算委託者及びその受託清

算参加者を含む。）の間の債権債務の清算は、

これらの者の間において、その合意に従って行

う。 

８ 移管先清算参加者に対して清算委託取引を

移管する場合において、第３項前段の規定によ

り終了する清算委託取引に係る清算約定（委託

分）（受託外参加者承継の場合には、第３項後

段の規定により発生する権利義務）は、当該移

管先清算参加者の清算約定（自己分）とみなし

て、本業務方法書等の規定を適用する。 

９ 移管先清算委託者に対して清算委託取引を

移管する場合において、第５項後段の規定によ

り移管先清算委託者及び当該移管先清算委託

者の受託清算参加者の間において成立する法

律関係は、当該移管先清算委託者の受託清算参

加者に対する有価証券等清算取次ぎの委託に

より成立した清算委託取引とみなし、同項前段

の規定により終了する清算委託取引に係る清

算約定（委託分）（受託外委託者承継（委託分）

の場合には、同項後段の規定により移管先清算

委託者の受託清算参加者及び当社の間におい

て発生する権利義務）は、移管先清算委託者の

計算により成立する清算約定（委託分）とみな

して、本業務方法書等の規定を適用する。 

  

（清算約定（委託分）の承継等の申込み） （清算参加者の清算約定（自己分）の移管の申

込み等） 
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第５８条の４ 清算委託者（清算受託契約に規定

する期限の利益喪失事由が発生していない者

に限る。以下本条及び次条において同じ。）は、

自らの計算により成立している清算約定（委託

分）及び受託清算参加者との間で成立している

清算委託取引の全部又は一部について、次の各

号に掲げる承継又は移管を行うことができる。 

（１） 承継清算参加者（承継の当事者となる

清算委託者と清算受託契約を締結している

者に限る。以下本条及び次条において同じ。）

への清算約定（委託分）の承継 

（２） 移管元清算委託者の受託清算参加者で

ある清算参加者への清算委託取引の移管 

（３） 受託清算参加者を同一とする他の清算

委託者への清算委託取引の移管 

（４） 移管元清算委託者の受託清算参加者以

外の清算参加者への清算委託取引の移管 

（５） 移管元清算委託者の受託清算参加者以

外の清算参加者を受託清算参加者とする清

算委託者への清算委託取引の移管 

２ 清算委託者は、前項の規定により、清算約定

（委託分）を承継又は清算委託取引を移管する

場合には、あらかじめ、次の各号に掲げる承継

又は移管の区分に応じて、当該各号に掲げる者

に対して当該承継又は移管の申込みをし、承諾

を得るものとする。 

（１） 前項第１号に規定する清算約定（委託

分）の承継 承継元清算参加者及び承継清算

参加者 

（２） 前項第２号に規定する清算委託取引の

移管 移管先清算参加者 

（３） 前項第３号に規定する清算委託取引の

移管 移管先清算委託者及びその受託清算

参加者 

（４） 前項第４号に規定する清算委託取引の

移管 移管元清算委託者の受託清算参加者

及び移管先清算参加者 

（５） 前項第５号に規定する清算委託取引の

移管 移管元清算委託者の受託清算参加者、

第５８条の４ 清算参加者（以下本条及び次条に

おいて「移管元清算参加者」という。）は、当社

との間で成立している清算約定（自己分）の全

部又は一部について、本条及び次条に規定する

ところにより、清算委託者（以下本条及び次条

において「移管先清算委託者」という。）に対し

移管することができる。 

２ 移管元清算参加者は、前項の規定により清算

約定（自己分）を移管する場合には、あらかじ

め、移管先清算委託者（当該移管元清算参加者

以外の清算参加者を受託清算参加者とする移

管先清算委託者に移管する場合（以下「受託外

委託者承継（自己分）の場合」という。）には当

該清算参加者を含む。以下本条において同じ。）

に対して当該移管の申込みをし、当該移管先清

算委託者の承諾を得るものとする。 

３ 移管元清算参加者及び移管先清算委託者は、

前項の承諾が行われた場合には、当社に対し、

当社が定める方法により移管の申込みをする

ものとする。 

４ 移管元清算参加者及び移管先清算委託者は、

前項の規定による移管の申込みについて、次条

第１項の規定により当社が承諾するまでの間

において、当社が定める方法により、移管の申

込みを撤回することができる。 
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移管先清算委託者及びその受託清算参加者 

３ 前項の規定により、清算約定（委託分）の承

継又は清算委託取引の移管の申込みが行われ、

かつ承諾された場合には、次の各号に掲げる承

継又は移管の区分に応じて、当該各号に掲げる

清算参加者は、当社に対して、当社が定める方

法により、当該承継又は移管の申込みをするも

のとする。 

（１） 第１項第１号に規定する清算約定（委

託分）の承継 承継元清算参加者及び承継清

算参加者 

（２） 第１項第２号に規定する清算委託取引

の移管 移管先清算参加者 

（３） 第１項第３号に規定する清算委託取引

の移管 移管先清算委託者の受託清算参加

者 

（４） 第１項第４号に規定する清算委託取引

の移管 移管元清算委託者の受託清算参加

者及び移管先清算参加者 

（５） 第１項第５号に規定する清算委託取引

の移管 移管元清算委託者の受託清算参加

者及び移管先清算委託者の受託清算参加者 

４ 清算委託者及び第２項各号に掲げる者は、前

項に規定する承継又は移管の申込みが行われ

たことをもって、当該申込みの対象となる承継

又は移管を行うことに合意しているとみなさ

れることに、あらかじめ同意する。 

５ 第３項の規定により行われた承継又は移管

の申込みを撤回する場合には、同項各号に掲げ

る清算参加者が、当社の定める方法により、当

社に対して申告するものとする。 

  

（清算約定（委託分）の承継等の成立） （清算参加者の清算約定（自己分）の移管の成

立） 

第５８条の５ 当社は、前条の規定により行われ

た承継又は移管の申込みを受領した場合には、

移管元清算委託者及び当該移管元清算委託者

の受託清算参加者の間に清算委託取引が成立

していることを確認し、承継又は移管後のポジ

第５８条の５ 当社は、前条第３項の規定により

行われた移管の申込みを受領した場合におい

て、当社及び移管元清算参加者の間に清算約定

（自己分）が成立していること並びに移管元清

算参加者及び移管先清算委託者（受託外委託者
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ション保有状況に問題が無いと認められると

きは、当社は当該承継又は移管の申込みを承諾

することとする。 

２ 前条第１項各号に規定する清算約定（委託

分）の承継又は清算委託取引の移管は、当社が

前項に規定する承諾を行った時点で成立する

ものとする。 

３ 前項の規定により、清算約定（委託分）の承

継又は清算委託取引の移管が成立した場合に

は、次の各号に掲げる承継又は移管の区分に応

じて、当該各号に定めるところにより、承継又

は移管が行われるものとする。 

（１） 前条第１項第１号に規定する清算約定

（委託分）の承継 

ａ 権利義務の発生及び法律関係の成立 

（ａ） 当社及び承継清算参加者の間にお

いて、承継元清算参加者及び当社の間の

承継申込清算約定に係る権利義務（次の

ｂの規定により当該承継申込清算約定

が終了する直前のもの）と当社が定める

条件が同一となる権利義務が発生する

ものとする。この場合おいて、当該権利

義務については、これを清算委託者の承

継清算参加者に対する有価証券等清算

取次ぎの委託に基づき、承継清算参加者

が当該清算委託者の計算により承継申

込清算約定の終了時に成立させた清算

約定（委託分）とみなして、本業務方法

書等の規定を適用する。 

（ｂ） 清算委託者及び承継清算参加者の

間において、清算委託者及び承継元清算

参加者の間の清算委託取引に係る権利

義務（次のｂの規定により当該承継申込

清算約定に係る清算委託取引が終了す

る直前のもの）と当社が定める条件が同

一となる権利義務が発生するものとす

る。この場合おいて、当該権利義務につ

いては、前（ａ）によりみなされる清算

約定に係る清算委託取引の権利義務と

承継（自己分）の場合には当該移管先清算委託

者の受託清算参加者を含む。）が移管に合意し

ていることを確認し、移管後の当該移管元清算

参加者（受託外委託者承継（自己分）の場合に

は移管先清算委託者の受託清算参加者を含

む。）のポジション保有状況に問題がないと認

められるときは、当該清算約定（自己分）に係

る移管の申込みを承諾することとする。 

２ 清算約定（自己分）の移管は、前項の規定に

より移管の申込みを当社が承諾したものにつ

いて、当該承諾の時点で成立するものとする。 

３ 前項の規定により清算約定（自己分）の移管

が成立した場合には、移管先清算委託者及び当

該移管先清算委託者の受託清算参加者の間に

おいて当該清算約定（自己分）と同一の経済的

効果を有する法律関係が新たに成立するもの

とする。この場合において、受託外委託者承継

（自己分）の場合には、当該清算約定（自己分）

は当然に終了するとともに、当該清算約定（自

己分）に基づく債権債務は、将来に向かって消

滅するものとし、これと同時に、当該移管先清

算委託者の受託清算参加者及び当社の間にお

いて当該清算約定（自己分）に係る権利義務と

当社が定める条件が同一となる権利義務が新

たに発生するものとする。 

４ 清算約定（自己分）の移管に伴う移管元清算

参加者及び移管先清算委託者（受託外委託者承

継（自己分）の場合には当該移管先清算委託者

の受託清算参加者を含む。）の間の債権債務の

清算は、これらの者の間において、その合意に

従って行う。 

５ 受託外委託者承継（自己分）の場合には、当

社は、当社が定めるところにより、承継時支払

金額及び期限前終了手数料を算出することと

し、第３項の規定による清算約定（自己分）の

終了及び権利義務の発生に伴い、当社、移管元

清算参加者及び移管先清算委託者の受託清算

参加者は、当社が定めるところにより、承継時

支払金額、期限前終了手数料及び変動証拠金の
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みなす。 

ｂ 債権債務の消滅 

承継申込清算約定及び当該承継申込清

算約定に係る清算委託取引は、前ａに規定

する権利義務の発生と同時に当然に終了

するとともに、当該承継申込清算約定及び

当該承継申込清算約定に係る清算委託取

引に基づく債権債務は、将来に向かって消

滅する。 

ｃ 金銭の授受 

当社は、当社が定めるところにより、承

継時等支払金額及び期限前終了手数料を

算出することとし、当社、承継清算参加者、

承継元清算参加者及び清算委託者は、ａに

規定する権利義務の発生及び前ｂに規定

する承継申込清算約定の終了に伴い、当社

が定めるところにより、承継時等支払金

額、期限前終了手数料及び変動証拠金の授

受を行う。 

（２） 前条第１項第２号に規定する清算委託

取引の移管 

移管元清算委託者及び当該移管元清算委

託者の受託清算参加者の間において、移管対

象の清算委託取引は当然に終了するととも

に、当該清算委託取引に基づく債権債務は、

将来に向かって消滅するものとする。この場

合において、終了する清算委託取引に係る清

算約定（委託分）は、移管先清算参加者の清

算約定（自己分）とみなして、本業務方法書

等の規定を適用する。 

（３） 前条第１項第３号に規定する清算委託

取引の移管 

ａ 権利義務の発生及び法律関係の成立 

移管先清算委託者及び当該移管先清算

委託者の受託清算参加者の間において、移

管対象の清算委託取引と同一内容の法律

関係が新たに成立するものとする。この場

合において、当該法律関係は、当該移管先

清算委託者の受託清算参加者に対する有

授受を行う。 

６ 第３項前段の規定により成立する法律関係

は、当該移管先清算委託者の受託清算参加者に

対する有価証券等清算取次ぎの委託により成

立した清算委託取引とみなし、第１項の移管の

申込みに係る清算約定（自己分）（受託外委託

者承継（自己分）の場合には、第３項後段の規

定により発生する権利義務）は、当該清算委託

取引に係る清算約定（委託分）とみなして、本

業務方法書等の規定を適用する。 
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価証券等清算取次ぎの委託により成立し

た清算委託取引とみなす。 

ｂ 債権債務の消滅 

移管元清算委託者及び当該移管元清算

委託者の受託清算参加者の間において、移

管対象の清算委託取引は当然に終了する

とともに、当該清算委託取引に基づく債権

債務は、将来に向かって消滅するものとす

る。この場合において、終了する清算委託

取引に係る清算約定（委託分）は、移管先

清算委託者の計算により成立する清算約

定（委託分）とみなして、本業務方法書等

の規定を適用する。 

（４） 前条第１項第４号に規定する清算委託

取引の移管 

ａ 権利義務の発生及び法律関係の成立 

移管先清算参加者及び当社の間におい

て、次のｂの規定により終了する清算約定

（委託分）に係る権利義務と当社が定める

条件が同一となる権利義務が新たに発生

するものとする。この場合において、当該

権利義務は、移管先清算参加者の清算約定

（自己分）とみなして、本業務方法書等の

規定を適用する。 

ｂ 債権債務の消滅 

移管元清算委託者及び当該移管元清算

委託者の受託清算参加者の間において、移

管対象の清算委託取引及び当該清算委託

取引に係る清算約定（委託分）は当然に終

了するとともに、当該清算委託取引に基づ

く債権債務は、将来に向かって消滅するも

のとする。 

ｃ 金銭の授受 

当社は、当社が定めるところにより、承

継時等支払金額及び期限前終了手数料を

算出することとし、ａに規定する権利義務

の発生及び前ｂに規定する清算約定（委託

分）の終了に伴い、当社、移管元清算委託

者の受託清算参加者及び移管先清算参加
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者は、当社が定めるところにより、承継時

等支払金額、期限前終了手数料及び変動証

拠金の授受を行う。 

（５） 前条第１項第５号に規定する清算委託

取引の移管 

ａ 権利義務の発生及び法律関係の成立 

（ａ） 移管先清算委託者及び当該移管先

清算委託者の受託清算参加者の間にお

いて、移管対象の清算委託取引と同一内

容の法律関係が新たに成立するものと

する。この場合において、当該法律関係

は、当該移管先清算委託者の受託清算参

加者に対する有価証券等清算取次ぎの

委託により成立した清算委託取引とみ

なす。 

（ｂ） 移管先清算委託者の受託清算参加

者及び当社の間において次のｂの規定

により終了する清算約定（委託分）に係

る権利義務と当社が定める条件が同一

となる権利義務が新たに発生するもの

とする。この場合において、当該権利義

務は、移管先清算委託者の計算により成

立する清算約定（委託分）とみなして、

本業務方法書等の規定を適用する。 

ｂ 債権債務の消滅 

移管元清算委託者及び当該移管元清算

委託者の受託清算参加者の間において、移

管対象の清算委託取引及び当該清算委託

取引に係る清算約定（委託分）は当然に終

了するとともに、当該清算委託取引に基づ

く債権債務は、将来に向かって消滅する。 

ｃ 金銭の授受 

当社は、当社が定めるところにより、承

継時等支払金額及び期限前終了手数料を

算出することとし、ａに規定する法律関係

の成立及び前ｂに規定する清算約定（委託

分）の終了に伴い、当社、移管元清算委託

者の受託清算参加者及び移管先清算委託

者の受託清算参加者は、当社が定めるとこ
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ろにより、承継時等支払金額、期限前終了

手数料及び変動証拠金の授受を行う。 

４ 清算委託取引の移管に伴う移管元清算委託

者及び当該移管元清算委託者の受託清算参加

者（前条第１項第４号に規定する清算委託取引

の移管の場合には移管先清算参加者を、前条第

１項第５号に規定する清算委託取引の移管の

場合には当該移管先清算委託者及びその受託

清算参加者を含む。）の間の債権債務の清算は、

これらの者の間において、その合意に従って行

う。 

  

（清算参加者口座） （清算参加者口座） 

第５９条 （略） 第５９条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 清算参加者は、第６０条第２項の規定により

複数に区分する清算取次口座を開設した場合

には、当社に対し、当該区分に応じて委託取引

口座を区分するよう請求するものとし、当社は

当該請求に基づき委託取引口座を複数に区分

する口座を設定する。 

５ 清算参加者は、次条第２項の規定により複数

に区分する清算取次口座を開設した場合には、

当社に対し、当該区分に応じて委託取引口座を

区分するよう請求するものとし、当社は当該請

求に基づき委託取引口座を複数に区分する口

座を設定する。 

６・７ （略） ６・７ （略） 

  

（清算約定（自己分）を記録する区分口座の変

更） 

 

第５９条の２ 清算参加者は、当社との間で成立

している清算約定（自己分）の全部又は一部に

ついて、それらが記録される区分口座を、当該

区分口座が設定された自己取引口座における

他の区分口座に変更することができる。 

２ 清算参加者は、前項に規定する変更を行う場

合には、当社が定めるところにより、当社に対

して申告するものとする。 

３ 当社は、前項に規定する変更の申告を受領し

た場合には、当該申告があった当社営業日の当

社が定める時点において、当該変更を行う。 

４ 清算参加者は、第２項の規定による変更の申

告を撤回する場合には、当社の定めるところに

より、当社に対して申告するものとする。 

（新設） 
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（清算約定（委託分）を記録する区分口座の変

更） 

 

第５９条の３ 清算委託者は、当社との間で成立

している清算約定（委託分）の全部又は一部に

ついて、それらが記録される区分口座を、当該

区分口座が設定された委託取引口座における

他の区分口座に変更することができる。 

２ 清算委託者は、前項に規定する変更の申告の

指図を行おうとする場合には、その旨を受託清

算参加者に通知し、当該通知を受領した受託清

算参加者は、当社が定めるところにより、当社

に対して変更の申告を行うものとする。 

３ 当社は、前項に規定する変更の申告を受領し

た場合には、当該申告があった当社営業日の当

社が定める時点において、当該変更を行う。 

４ 清算委託者は、第２項の規定による変更の申

告を撤回する場合には、その旨を受託清算参加

者に通知し、当該通知を受領した受託清算参加

者は、当社が定めるところにより当社に対して

撤回の申告を行うものとする。 

（新設） 

  

（清算取次口座） （清算取次口座） 

第６０条 （略） 第６０条 （略） 

２ 受託清算参加者は、清算委託者の請求があっ

た場合には、当該清算委託者のために開設した

清算取次口座を複数に区分する口座（以下本条

において「清算取次区分口座」という。）を開設

することができる。 

２ 受託清算参加者は、清算委託者の請求があっ

た場合には、当該清算委託者のために開設した

清算取次口座を複数に区分する口座を開設す

ることができる。 

３ （略） ３ （略） 

４ 受託清算参加者は、前条の規定により、委託

取引口座において、清算約定（委託分）を記録

する区分口座に変更があった場合には、当該変

更に応じ、対象となった清算約定（委託分）に

係る清算委託取引を管理する清算取次区分口

座を変更するものとする。 

（新設） 

  

（清算値段の信頼性確保のための措置） （清算値段の信頼性確保のための措置） 

第７６条 前条第１項及び第２項の規定により 第７６条 清算参加者は、前条第１項及び第２項
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清算参加者が報告した気配値が当社が定める

場合に該当することとなったときは、当社と当

該清算参加者との間で当社が定める内容によ

りＣＤＳ取引を成立させ、又は、当社の定める

ところにより清算参加者から当社に対し、当社

が定める金額を第１６条に定める手数料に加

算して支払うものとする。 

の規定により報告した気配値が当社が定める

場合に該当することとなったときは、当社が定

める内容によりＣＤＳ取引を成立させ、又は、

当社の定めるところにより、当社に対し、当社

が定める金額を第１６条に定める手数料に加

算して支払わなければならない。 

２ 前項の規定により成立したＣＤＳ取引につ

いては、これを清算約定とみなして、本業務方

法書等の規定を適用する。 

（新設） 

３ （略） ２ （略） 

  

（清算約定（委託分）等の承継） （清算約定（委託分）等の承継） 

第９５条 清算委託者（清算受託契約に規定する

期限の利益喪失事由が発生していない者に限

る。以下、本条において同じ。）は、第９２条の

規定により当該清算委託者の計算により成立

した清算約定（委託分）が終了した場合には、

当社が規則で定める期間内に限り、承継清算参

加者を経由して当社に当社所定の承継申込書

を交付することにより、当該清算約定（委託分）

に対応する次に掲げる権利義務を一括して破

綻清算参加者以外の承継清算参加者に承継さ

せることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）・（２） （略） 

第９５条 清算委託者（清算受託契約に規定する

期限の利益喪失事由が発生していない者に限

る。以下、本条において同じ。）は、第９２条の

規定により当該清算委託者の計算により成立

した清算約定（委託分）が終了した場合には、

当社が規則で定める期間内に限り、承継清算参

加者（本項に規定する承継清算参加者をいう。）

を経由して当社に当社所定の承継申込書を交

付することにより、当該清算約定（委託分）に

対応する次に掲げる権利義務を一括して破綻

清算参加者以外の清算参加者（当該清算委託者

と清算受託契約を締結している清算参加者に

限る。以下「承継清算参加者」という。）に承継

（本条の定めるところにより、当社、承継清算

参加者及び清算委託者の間で当該権利義務を

新たに発生させるとともに、それに伴う金銭の

授受及び権利義務の処理を行うことをいう。以

下同じ。）させることができる。 

（１）・（２） （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

  

（事務の委任） （事務の委任） 

第１１８条 当社は、ＣＤＳ清算業務に関し、当

社が定める事務を、当社が公示により定める者

に委任することができる。 

第１１８条 当社は、ＣＤＳ清算業務に関し、当

社が定める事務を、当社が指定する者に委任す

ることができる。 

２ 清算参加者は、本業務方法書に定めるほか、 ２ 清算参加者は、本業務方法書に定めるほか、
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前項の事務に関して同項の規定に基づき当社

が公示により定める者が当社の承認を受けて

定めるところによらなければならない。 

前項の事務に関して同項により指定する者が

当社の承認を受けて定めるところによらなけ

ればならない。 

３ （略） ３ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年１０月６日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当

社と清算参加者の間の決済を行うために必要

な当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正

後の規定を適用することが適当でないと当社

が認める場合には、令和７年１０月６日以後の

当社が定める日から施行する。 
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ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（適格ＣＤＳ取引の要件） （適格ＣＤＳ取引の要件） 

第１０条 業務方法書第２条第１項第３９号に

規定する当社が定める要件は、次に掲げるすべ

ての要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

いて成立する清算参加者間のＣＤＳ取引及び

損失回避取引については、第１号を除くすべて

の要件）とする。 

（１） ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義

集に基づくＣＤＳ取引であること。 

 

 

（２）～（６） （略） 

第１０条 業務方法書第２条第１項第３９号に

規定する当社が定める要件は、次に掲げるすべ

ての要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

いて成立する清算参加者間のＣＤＳ取引及び

損失回避取引については、第１号を除くすべて

の要件）とする。 

（１） 第３７条第１項各号に掲げる店頭デリ

バティブ取引に関する基本的事項を定めた

基本契約及びＩＳＤＡクレジットデリバテ

ィブ定義集に基づくＣＤＳ取引であること。 

（２）～（６） （略） 

  

（報告事項） （報告事項） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 清算参加者がその親会社等から親会社等保

証を受けている場合には、業務方法書第２０条

に規定する当社が定める場合は、第１項各号に

掲げる事項が生じた場合のほか、次に掲げる事

項が生じた場合とし、当該清算参加者は、当社

所定の報告書に当社が必要と認める書類を添

付して当該事項を報告するものとする。 

（１） 当該親会社等（指定親会社を除く。）が

第１項第４号、第６号、第１１号又は第１７

号のいずれかに該当することとなったとき。 

（２） 当該親会社等が第１項第１９号、第２

２号、第２５号又は第２６号のいずれかに該

当することとなったとき。 

（３）・（４） （略） 

３ 清算参加者がその親会社等から親会社等保

証を受けている場合には、業務方法書第２０条

に規定する当社が定める場合は、第１項各号に

掲げる事項が生じた場合のほか、次に掲げる事

項が生じた場合とし、当該清算参加者は、当社

所定の報告書に当社が必要と認める書類を添

付して当該事項を報告するものとする。 

（１） 当該親会社（指定親会社を除く。）が第

１項第４号、第６号、第１１号又は第１７号

のいずれかに該当することとなったとき。 

（２） 当該親会社が第１項第１９号、第２２

号、第２５号又は第２６号のいずれかに該当

することとなったとき。 

（３）・（４） （略） 

４ （略） ４ （略） 

  

（過大なポジションを保有している清算参加

者に対する当初証拠金所要額の引上げ等） 

（過大なポジションを保有している清算参加

者等に対する当初証拠金所要額の引上げ等） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 
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（清算約定（自己分）の承継時に授受する金銭

等に関する事項） 

（清算約定（自己分）の承継時に授受する金銭

等に関する事項） 

第３８条の３ 業務方法書第５８条の３第３項

第１号ｃに規定する期限前終了手数料及び承

継時等支払金額は、次に定めるところにより算

出するものとする。 

（１） （略） 

（２） 当社及び承継先清算参加者は、業務方

法書第５８条の３第３項第１号ｂの規定に

より終了する清算約定（自己分）の終了日ま

でに承継元清算参加者が当社に預託した変

動証拠金の差引累計額に当該終了の日の翌

当社営業日に授受すべき変動証拠金に係る

利息を加減した額と同額の承継時等支払金

額を授受するものとする。この場合におい

て、当該額が正数の場合には当社から承継先

清算参加者に承継時等支払金額を支払い、当

該額が負数の場合には承継先清算参加者か

ら当社に承継時等支払金額を支払う。 

第３８条の３ 業務方法書第５３条の４第４項

に規定する期限前終了手数料及び承継時支払

金額は、次に定めるところにより算出するもの

とする。 

（１） （略） 

（２） 当社及び承継先清算参加者は、業務方

法書第５３条の４第３項前段の規定により

終了する清算約定（自己分）の終了日までに

承継元清算参加者が当社に預託した変動証

拠金の差引累計額に当該終了の日の翌当社

営業日に授受すべき変動証拠金に係る利息

を加減した額と同額の承継時支払金額を授

受するものとする。この場合において、当該

額が正数の場合には当社から承継先清算参

加者に承継時支払金額を支払い、当該額が負

数の場合には承継先清算参加者から当社に

承継時支払金額を支払う。 

２ 当社、承継先清算参加者及び承継元清算参加

者は、業務方法書第５８条の３第３項第１号ｃ

の規定に従い、前項の規定により算出した承継

時等支払金額及び期限前終了手数料を、同条第

３項第１号ｂの規定により終了する清算約定

（自己分）の終了の日の翌当社営業日に変動証

拠金等と差引計算して授受を行う。 

２ 当社、承継先清算参加者及び承継元清算参加

者は、業務方法書第５３条の４第４項の規定に

従い、前項の規定により算出した承継時支払金

額及び期限前終了手数料を、同条第３項前段の

規定により終了する清算約定（自己分）の終了

の日の翌当社営業日に変動証拠金等と差引計

算して授受を行う。 

３ 前２項の規定は、当社が、業務方法書第５８

条の５第３項第１号ｃ、第４号ｃ及び第５号ｃ

の規定により期限前終了手数料及び承継時等

支払金額を算出する場合に準用する。この場合

において、第１項柱書中「第５８条の３第３項

第１号ｃ」とあるのは「第５８条の５第３項第

１号ｃ、第４号ｃ及び第５号ｃ」と、同項第２

号中「承継先清算参加者は」とあるのは「移管

先清算参加者（業務方法書第５８条の４第１項

第５号に規定する清算委託取引の移管の場合

には当該移管先清算委託者の受託清算参加者。

以下本条において同じ。）は」と、「第５８条の

３第３項第１号ｂの規定により終了する清算

３ 前２項の規定は、当社が、業務方法書第５８

条の３第４項及び第６項の規定により期限前

終了手数料及び承継時支払金額を算出する場

合に準用する。この場合において、第１項柱書

中「第５３条の４第４項」とあるのは「第５８

条の３第４項及び第６項」と、同項第２号中「承

継先清算参加者は」とあるのは「移管先清算参

加者（受託外委託者承継（委託分）の場合には

当該移管先清算委託者の受託清算参加者。以下

本条において同じ。）は」と、「第５３条の４第

３項前段の規定により終了する清算約定（自己

分）」とあるのは「業務方法書第５８条の３第

３項前段の規定により終了する清算約定（委託
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約定（自己分）」とあるのは「業務方法書第５８

条の５第３項第１号ｂ及び第４号ｂの規定に

より終了する清算約定（委託分）（業務方法書

第５８条の４第１項第５号に規定する清算委

託取引の移管の場合には業務方法書第５８条

の５第３項第５号ｂの規定により終了する清

算約定（委託分）。以下本条において同じ。）」

と、「承継元清算参加者が」とあるのは「移管元

清算委託者の受託清算参加者が」と、「承継先

清算参加者に」とあるのは「移管先清算参加者

に」と、「承継先清算参加者から」とあるのは

「移管先清算参加者から」と、第２項中「承継

先清算参加者」とあるのは「移管先清算参加者

（業務方法書第５８条の４第１項第５号に規

定する清算委託取引の移管の場合には当該移

管先清算委託者の受託清算参加者）」と、「承継

元清算参加者」とあるのは「移管元清算委託者

の受託清算参加者」と、「業務方法書第５８条

の３第３項第１号ｃ」とあるのは「業務方法書

第５８条の５第３項第１号ｃ、第４号ｃ及び第

５号ｃ」と、「清算約定（自己分）」とあるのは

「清算約定（委託分）」と読み替えるものとす

る。 

分）（受託外委託者承継（委託分）の場合には同

条第５項前段の規定により終了する清算約定

（委託分）。以下本条において同じ。）」と、「承

継元清算参加者が」とあるのは「移管元清算委

託者の受託清算参加者が」と、「承継先清算参

加者に」とあるのは「移管先清算参加者に」と、

「承継先清算参加者から」とあるのは「移管先

清算参加者から」と、第２項中「承継先清算参

加者」とあるのは「移管元清算委託者の受託清

算参加者」と、「承継元清算参加者」とあるのは

「移管先清算参加者（受託外委託者承継（委託

分）の場合には当該移管先清算委託者の受託清

算参加者）」と、「業務方法書第５３条の４第４

項」とあるのは「業務方法書第５８条の３第４

項及び第６項」と、「清算約定（自己分）」とあ

るのは「清算約定（委託分）」と読み替えるもの

とする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、当社が、業務方

法書第５８条の３第３項第３号ｃの規定によ

り期限前終了手数料及び承継時等支払金額を

算出する場合に準用する。この場合において、

第１項柱書中「第５８条の３第３項第１号ｃ」

とあるのは「第５８条の３第３項第３号ｃ」と、

同項第２号中「承継先清算参加者は」とあるの

は「移管先清算委託者の受託清算参加者は」と、

「業務方法書第５８条の３第３項第１号ｂ」と

あるのは「業務方法書第５８条の３第３項第３

号ｂ」と、「承継元清算参加者が」とあるのは

「移管元清算参加者が」と、「承継先清算参加

者に」とあるのは「移管先清算委託者の受託清

算参加者に」と、「承継先清算参加者から」とあ

るのは「移管先清算委託者の受託清算参加者か

ら」と、第２項中「承継先清算参加者」とある

４ 第１項及び第２項の規定は、当社が、業務方

法書第５８条の５第５項の規定により期限前

終了手数料及び承継時支払金額を算出する場

合に準用する。この場合において、第１項柱書

中「第５３条の４第４項」とあるのは「第５８

条の５第５項」と、同項第２号中「承継先清算

参加者は」とあるのは「移管先清算委託者の受

託清算参加者は」と、「業務方法書第５３条の

４第３項前段」とあるのは「業務方法書第５８

条の５第３項後段」と、「承継元清算参加者が」

とあるのは「移管元清算参加者が」と、「承継先

清算参加者に」とあるのは「移管先清算委託者

の受託清算参加者に」と、「承継先清算参加者

から」とあるのは「移管先清算委託者の受託清

算参加者から」と、第２項中「承継先清算参加

者」とあるのは「移管先清算委託者の受託清算
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のは「移管先清算委託者の受託清算参加者」と、

「承継元清算参加者」とあるのは「移管元清算

参加者」と、「業務方法書第５８条の３第３項

第１号ｃ」とあるのは「業務方法書第５８条の

３第３項第３号ｃ」と、「同条第３項第１号ｂ」

とあるのは「同条第３項第３号ｂ」と読み替え

るものとする。 

参加者」と、「承継元清算参加者」とあるのは

「移管元清算参加者」と、「業務方法書第５３

条の４第４項」とあるのは「業務方法書第５８

条の５第５項」と、「同条第３項前段」とあるの

は「同条第３項後段」と読み替えるものとする。 

  

（清算約定（自己分）の承継により新たに発生

する権利義務に関する事項） 

（清算約定（自己分）の承継により新たに発生

する権利義務に関する事項） 

第３８条の４ 業務方法書第５８条の３第３項

第１号ａに規定する当社が定める条件は、当社

が通知又は公示により定める。 

第３８条の４ 業務方法書第５３条の４第３項

に規定する当社が定める条件は、当社が通知又

は公示により定める。 

  

（清算約定（委託分）の承継により新たに発生

する権利義務に関する事項） 

 

第３８条の５ 業務方法書第５８条の５第３項

第１号ａ（ａ）及び（ｂ）に規定する当社が定

める条件は、当社が通知又は公示により定め

る。 

（新設） 

  

（移管の申込みの方法等） （移管の申込みの方法等） 

第４３条の３ 業務方法書第５８条の２第３項

及び第５項並びに第５８条の４第３項及び第

５項に規定する当社が定める方法は、当社が通

知又は公示により定める方法とする。 

第４３条の３ 業務方法書第５３条の３第３項、

第５８条の２第３項及び第４項並びに第５８

条の４第３項及び第４項に規定する当社が定

める方法は、当社が通知又は公示により定める

方法とする。 

  

（清算委託取引又は清算約定（自己分）の移管

により新たに発生する権利義務に関する事

項） 

（清算委託取引又は清算約定（自己分）の移管

により新たに発生する権利義務に関する事

項） 

第４３条の４ 業務方法書第５８条の３第３項

第３号ａ（ｂ）並びに同第５８条の５第３項第

４号ａ及び第５号ａ（ｂ）に規定する当社が定

める条件は、当社が通知又は公示により定め

る。 

第４３条の４ 業務方法書第５８条の３第３項

及び第５項並びに第５８条の５第３項に規定

する当社が定める条件は、当社が通知又は公示

により定める。 

  

（区分口座の変更に係る当社への申告等に関

する事項） 
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第４３条の５ 業務方法書第５９条の２第２項

及び第４項並びに同第５９条の３第２項及び

第４項に規定する当社が定める方法は、当社が

通知又は公示により定める。 

（新設） 

２ 業務方法書第５９条の２第３項及び同第５

９条の３第３項に規定する当社が定める時点

は、当社が通知又は公示により定める。 

 

  

（清算値段の信頼性確保のための措置等） （清算値段の信頼性確保のための措置等） 

第５０条 （略） 第５０条 （略） 

２ 当社が指定する日に清算参加者が当社に報

告したインデックスＣＤＳ取引に係る気配値

が前項第１号の場合に該当することとなった

ときは、当該清算参加者は、当社が公示又は通

知により定めるところにより、当該気配値を基

準として当社が定める価格を約定値段として、

当社との間でＣＤＳ取引を行わなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

２ 当社が指定する日に清算参加者が当社に報

告したインデックスＣＤＳ取引に係る気配値

が前項第１号の場合に該当することとなった

ときは、次に掲げる場合を除き、当該清算参加

者（以下本項において「義務参加者」という。）

は、当社が公示又は通知により定めるところに

より、当該気配値を基準として当社が定める価

格を約定値段として、同号の組み合わせに含ま

れる他の気配値を当社に報告した他の清算参

加者（以下本項において「相手方参加者」とい

う。）との間で当該気配値に係る銘柄の適格Ｃ

ＤＳ取引を行い、当該適格ＣＤＳ取引につい

て、当社に債務負担の申込みをしなければなら

ない。 

（１） 義務参加者と清算受託契約を締結して

いる清算委託者の有価証券等清算取次ぎの

委託に基づき、義務参加者と相手方参加者と

の間に当該適格ＣＤＳ取引が成立し、義務参

加者が、当該適格ＣＤＳ取引について当社に

債務負担の申込みをした場合 

（２） 義務参加者の委託を受けた他の清算参

加者が、相手方参加者との間で当該適格ＣＤ

Ｓ取引を行い、当該適格ＣＤＳ取引について

当社に債務負担の申込みをした場合 

３ （略） ３ （略） 

４ 当社が指定する日に清算参加者が当社に報

告したシングルネームＣＤＳ取引に係る気配

値が第１項第１号の場合に該当することとな

ったときは、当該清算参加者は、該当した日に

４ 当社が指定する日に清算参加者が当社に報

告したシングルネームＣＤＳ取引に係る気配

値が第１項第１号の場合に該当することとな

ったときは、義務参加者は、該当した日につき
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つき１日あたり５万円を手数料に加算して支

払わなければならない。 

１日あたり５万円を手数料に加算して支払わ

なければならない。 

５ （略） ５ （略） 

６ 業務方法書第７６条第３項に規定する当社

が定める金額は、次の各号に掲げる場合に応じ

て、当該各号に定める金額とする。 

（１）・（２） （略） 

６ 業務方法書第７６条第２項に規定する当社

が定める金額は、次の各号に掲げる場合に応じ

て、当該各号に定める金額とする。 

（１）・（２） （略） 

７・８ （略） ７・８ （略） 

  

（資金決済の方法） （資金決済の方法） 

第５２条 業務方法書第８０条第１項に規定す

る当社が定める金銭の授受は、次に掲げる金銭

の授受とする。 

第５２条 業務方法書第８０条第１項に規定す

る当社が定める金銭の授受は、次に掲げる金銭

の授受とする。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（７）イニシャルペイメント金額 （７）損失回避取引に係るイニシャルペイメン

ト金額 

（８）～（１０） （略） （８）～（１０） （略） 

（１１） 業務方法書第５８条の３第３項第１

号ｃ及び第３号ｃ並びに同第５８条の５第

３項第１号ｃ、第４号ｃ及び第５号ｃに規定

する期限前終了手数料及び承継時等支払金

額 

（１１） 業務方法書第５３条の４第４項、第

５８条の３第４項及び第６項並びに第５８

条の５第５項に規定する期限前終了手数料

及び承継時支払金額 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（入札決済における金銭の支払時期等） （入札決済における金銭の支払時期等） 

第５５条 入札決済における入札決済金額に相

当する金銭の授受は、次に定めるところにより

行う。 

（１） （略） 

（２） 当社は、前号の入札決済日の午後１時

３０分以降遅滞なく、入札決済金額に相当す

る金銭を当該入札決済に係る清算約定の買

い手である清算参加者に支払う。 

第５５条 入札決済における入札決済金額に相

当する金銭の授受は、次に定めるところにより

行う。 

（１） （略） 

（２） 当社は、前項の入札決済日の午後１時

３０分以降遅滞なく、入札決済金額に相当す

る金銭を当該入札決済に係る清算約定の買

い手である清算参加者に支払う。 

  

（事務の委任） （事務の委任） 

第５８条 （略） 第５８条 （略） 

（削る） ２ 業務方法書第１１８条第１項に規定する当

社が指定する者は、Ｍａｒｋｉｔ Ｇｒｏｕｐ 

Ｌｉｍｉｔｅｄとする。 



 

25 
 
 

 

 

 

付  則  

１ この改正規定は、令和７年１０月６日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当

社と清算参加者の間の決済を行うために必要

な当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正

後の規定を適用することが適当でないと当社

が認める場合には、令和７年１０月６日以後の

当社が定める日から施行する。 
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ＣＤＳ清算業務に係る手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（ポジション移管等手数料） （ポジション移管等手数料） 

第４条の３ ポジション移管等手数料は、移管等

（業務方法書第２条第１項第１号の２に規定

する移管、同項第１８号の２に規定する承継

（同第９５条に規定する承継を除く。）及び同

第４０条から第４０条の４までに規定する引

継ぎをいう。）が行われた清算約定又は清算委

託取引ごとに、想定元本１億円あたり６００円

とする。 

第４条の３ ポジション移管等手数料は、業務方

法書第５３条の４第２項の規定により承継が

成立した清算約定（自己分）については当該清

算約定（自己分）ごとに、同第５８条の３第２

項の規定により移管が成立した清算委託取引

については当該清算委託取引に係る清算約定

（委託分）ごとに、同第５８条の５第２項の規

定により移管が成立した清算約定（自己分）に

ついては当該清算約定（自己分）ごとに、想定

元本１億円あたり６００円とする。 

 

 

 

付  則  

１ この改正規定は、令和７年１０月６日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当

社と清算参加者の間の決済を行うために必要

な当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正

後の規定を適用することが適当でないと当社

が認める場合には、令和７年１０月６日以後の

当社が定める日から施行する。 

 

 

 

 

 


